
YAHOO!ニュース（仮想通貨の相続に関する記事監修）に掲載されました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（中略） 
 
 
 
 
仮想通貨の財産評価について 
 

相続税を計算する場合における相続財産の評価は原則として死亡日における時価によります（相続税法第 22
条）。 

また財産評価に関する取扱方法の全国的な統一を図るため財産評価基本通達が定めれておりますが、この財産
評価基本通達に「評価方法の定めのない財産の価額は、この通達に定める評価方法に準じて評価する（財産評価
基本通達 5）」と規定されております。 

仮想通貨に関する個別具体的な財産評価基本通達は現在（平成 30 年 9 月 22 日時点）のところ定められていな
いため、取引所により取引価格を異にする仮想通貨がどのような種類の財産であるか、どのような方法で評価さ
れるべきかを判断するのは非常に難解だと思われます。 
 仮想通貨の取扱いに関する個別具体的な法令解釈規定等はまだまだ非常に少ないですが、相続財産の評価につ
いて継続して税務に関する情報を収集されることをお勧めさせていただきます。 


